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は じ め に
平成19（2007）年７月，本学が位置する大阪府和泉市において，和泉市
男女共同参画推進条例が制定された。
(１)
市長提出の条例案は，市議会の全会一致で可決され，
(２)
また，その内容は，
男女共同参画社会基本法の理念や趣旨に沿うものであるから，順風満帆の
うちに成立した印象を与える。しかし，いくつかの自治体が経験したよう
に，和泉市も，条例制定に至る過程で，いわゆる「バックラッシュ」
(３)(４)
に直
面しその嵐に立ち向かわなければならなかった。わたしは，条例案の骨子
を検討するように諮問された和泉市男女共同参画施策推進会議の座長とし
て，この「バックラッシュ」を体験することになった。
各自治体の男女共同参画条例や男女共同参画政策について，既に多くの
論考が表されているが，
(５)(６)
本稿もその一つである。和泉市の条例制定にいた
る経緯を記録し，条例制定の意義を検討しておくことも，憲法学およびジ
ェンダー法学の研究者として果たすべき責任であるように思うからである。
１．女性政策から男女共同参画の時代へ
 女性政策と「新しい文化の創造」
和泉市は，大阪府の南部地域にあって堺市などに隣接し，旧市街地域と
新興住宅地域からなる，平成以降も人口が増え続けている（平成21年11月
現在，人口約18.5万人）市である。
表１は，和泉市の男女共同参画政策についてまとめたものうち，男女共
同参画社会基本法が制定されるまでのものである。
(７)
憲法が定める男女平等を実現するための施策は，国の場合,「国際婦人
年」の昭和50年，総理府（当時）に婦人問題企画対策本部を設置して新し
いステージに入り，
(８)
昭和60年の女子差別撤廃条約の批准にむけて，男女雇
用機会均等法等の法整備へとすすんでいくが，そこではもっぱら「婦人問
題」を解決するための施策に焦点があてられていた。
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一方，和泉市が,「婦人問題」解決のための施策（女性政策）に本格的
に取り組みはじめたのは，決して早くはなく，平成元年に婦人対策係を新
設してからである。多くの自治体がそうであったように，和泉市も，教育
委員会のなかに「婦人問題」を所掌する係をおいて，女性専任職員一人を
あてた。
婦人対策係は，平成２年２月に市民対象の「女性問題に関する市民アン
ケート調査」を実施し，その結果を翌（平成３）年,『女と男の現在と未
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表１
和泉市の施策 （は国または他の自治体の施策等）
昭和60(1985)年
昭和62(1987)年
平成元(1989)年
平成 3(1991)年
平成 4(1992)年
平成 5(1993)年
平成 6(1994)年
平成 7(1995)年
平成 8(1996)年
平成 9(1997)年
平成10(1998)年
平成11(1999)年
〈女子差別撤廃条約批准〉
〈｢西暦2000年に向けての新国内行動計画」策定〉
教育委員会社会教育課に「婦人対策係」(女性専任職員１
人）を設置
婦人対策係『女と男の現在と未来〈女性問題に関する市民
アンケート調査報告書』を公表
〈｢西暦2000年に向けての新国内行動計画（第一次改定)」
策定〉
企画調整部に「女性政策課」(女性専任職員３人）を設置
「女性施策推進本部」および「女性施策推進会議」を設置
「男女平等に関するアンケート調査」を実施
「和泉市・アドバイザー養成講座」開講
〈総理府に「男女共同参画室」と「男女共同参画審議会」
・内閣に「男女共同参画推進本部｣〉
女性施策推進会議『和泉市における女性政策推進のための
提言』を答申
「和泉市女性行動計画（オアシスプラン）～男女平等社会
を目指す新しい文化の創造～」を策定
〈｢男女共同参画2000年プラン」策定〉
『女性職員の意識・実態調査の分析』を公表
『いずみに生きる子どもたち～小・中学校における男女平
等意識・実態調査報告書』を公表
〈男女共同参画社会基本法制定〉
来〈女性問題に関する市民アンケート調査報告書』として公表してい
る。
(９)
このアンケートは，市民（男女1000人）を対象にした，和泉市で初め
ての「女性問題」に関する意識調査である｡「女性問題」とはいっても，
質問項目は「女性の生き方」｢男性の生き方」や男女混合名簿の是非など
多様である。
ところで，この『報告書』の冒頭で，当時の池田忠雄市長が,「現実に
はまだまだ男女の役割分担に基づく習慣や諸制度が根強く残っており，女
性の主体的な生き方や社会進出を阻んでいるものがあります」と述べてい
るのが注目される｡「女性の主体的な生き方」について理解を示し，その
阻害要因に「男女の役割分担」が深く関わっていると指摘していて，今の
男女共同参画社会基本法の基本理念に通じる認識をみせている。
そしてこの頃，同市長は，和泉市連合婦人会の役員たちから,「男女が
共生出来る明るい和泉市」をつくるように強い要請を受けている。これに
対して同市長は,「抜本的な施策」を行うことを約束し，平成４年，女性
政策のみを所掌事務とする部署をたちあげた。
(10)
すなわち，婦人対策係を，
女性政策課（女性専任職員３人）に格上げして企画調整部のなかにおき，
また，市長を本部長とする女性施策推進本部と，必要な施策の方針を検討
する女性政策推進会議を設置したのである。いわゆるフォーカル・ポイン
トの設置であり，多岐にわたる女性行政を横断的に行うには欠かせない組
織編成である。
新設の女性政策推進会議は，平成５年９月に実施した「男女平等に関す
るアンケート調査」の結果を踏まえて，平成６年,『和泉市における女性
政策推進のための提言』を市長に答申した。全103頁におよぶ『提言』の
なかで，同推進会議は，和泉市が取り組むべき重点項目としてとくに，①
女性政策推進のために庁内推進体制を確立すること，②女性・男性問題の
現状及び女性政策の進捗状況を把握するため，意識調査・実態調査を継続
的に実施すること，③女性プランの進捗状況を見守るためにオンブズ制度
を導入すること，④男女平等をすすめる拠点として「男女平等センター」
を設立すること，⑤庁内の各種委員会・審議会の委員は，男女のどちらか
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が30％を下回らないことの５点を掲げて，その早期実現を要請した。そし
てこれらの提言を受けて，市は，平成７年,「和泉市女性行動計画（オア
シスプラン)」を策定した。
｢和泉市女性行動計画（オアシスプラン)」は，市の各種委員会や審議
会等の女性委員数を30％に，また，市の女性管理職を10％，女性職員数を
30％にするという数値目標（ポジティブ・アクション）を掲げるなど，府
内でも先取の施策を打ち出した。この当時，各種委員会・審議会等の女性
委員数について数値目標を設定する府内自治体はあったが，女性管理職お
よび女性職員についても数値目標を掲げた自治体はなく，きわめて斬新で
画期的な行動計画であった
(11)
。
ところで，この「和泉市女性行動計画」には副題として「男女平等社会
を目指す新しい文化の創造」と付されているのが目をひく。この行動計画
の冒頭で，池田市長（当時）は,「性によって役割を固定化する性別役割
分業観は時代や文化とともに変遷するものであり，これから私たちが創造
する新しい文化は，男女が互いの分野に相互乗り入れができ，あらゆる分
野にともに参加・参画し，豊かに生きる人間尊重の立場にたった文化」で
あると述べている点である。すなわち，性役割分担意識を「文化」の文脈
のなかで意義付けて，その可変性を認めるとともに，男女共同参画・参加
と人間尊重の「新しい文化」を創造するという強い意思を表明しているの
である。行政のトップのこのような視点 ジェンダー概念に基づく視
点 は，男女平等のための施策立案と実現には欠かせないであろう。
 女性政策推進のための具体的施策
 進捗状況調査
行動計画に基づいて，和泉市は，10年間のタイムスケジュールにしたが
って具体的な施策の実行に着手する
(12)
。その詳細を検討することが本稿の目
的ではないので，ここではとくに，和泉市が，意識調査や実態調査を行い，
その結果を文書化した事項について概要をみておきたい。まず，行動計画
の進捗状況調査についてである。
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行動計画策定後の進捗状況を点検・評価する文書は，平成14年まで，３
年ごとの報告書の形式をとって公表されたにすぎなかった。そこで，行動
計画の中間年を過ぎた平成13年，女性政策課長は，前期の行動計画の到達
状況と後期の課題を明らかにした「和泉市女性行動計画推進のための中間
考察」と題する文書を作成し，それまで開催されなかった施策推進本部を
開催し，そこで各課の一層の協力を求めた。以後，行動計画の進捗状況は，
年度ごとに報告書を作成し公表する形で点検・評価が行われた。しかし，
第三者機関を設置して関わらせるものではなく，行政の内部調査にとどま
っていた。先取の施策に対する点検・評価は必ずしも十分なものとはいえ
なかった。
 女性職員の意識調査と「お茶くみ」問題
一方，行動計画策定の翌年（平成９年)，女性政策推進本部に,「女性政
策推進のための職員研究部会」(女性５人男性９人）が設置された。庁内
における男女平等を推進するための具体策を検討することが，その設置目
的であるが，職員や管理職の意識や実態を知るために,「当事者である女
性職員の意識実態調査」を実施した。女性職員153人を対象に実施された，
このアンケート調査の結果を分析したのが,『女性職員の意識・実態調査
分析』(平成９年）と題する文書である。
調査結果をまとめた結語のなかで，同研究会は，①男女が同じ勤務条件
であるのに,「庶務，窓口，雑用（お茶くみも含む）等は女子職員の仕事」
とあつかわれていること，②女性職員が配置転換もなく長期間同じ職場に
据え置かれているのは，その能力を活用していないことになること，③女
性職員の仕事に対する意識や意欲に問題はあるが,「男は仕事，女は家事
・育児」という性別役割分業意識が浸透していることも，仕事への情熱を
失わせている大きな原因であること，④地方分権の動きや行政のスリム化
のなかで，能力の有効活用こそ行政の課題であることを結論付けている。
この調査は，男女平等のための施策を「女性政策」あるいは「女性問題」
と呼んでいた時代を象徴する調査である。調査を実施した研究会は，性別
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役割分業意識が重要な問題であるとの認識をもちながら，男女平等を実現
する当事者を，女性に限った。男女を問わず全職員を対象にした調査であ
れば，男女平等の問題を全庁的に考える機会になったかもしれないし，あ
るいは，強いアナウンス効果があったかもしれない。とはいえ，ジェンダ
ー概念がまだ浸透していない時期にあって，女性職員が抱いている問題意
識や忌憚のない意見を文字にして公表することは，それ自体有意義なこと
であったし，男女共同参画社会の扉を開くために必要なステップでもあっ
たのだろう。
それを象徴するように，本調査と前後して，和泉市では，助役（当時）
の指示によって，女性職員によるお茶くみの慣行が廃止された
(13)
。
 男女平等教育推進モデル校の設置
行動計画の具体的施策の一つとして，和泉市は，平成８年以降，幼・小
・中学校を１校ずつ「男女平等教育推進モデル校」として指定している。
モデル校では，①男女平等のための教職員研修を推進すること，②人権尊
重と男女平等のための教育環境（男女混合名簿や男女教員の配置など）を
整備すること，③保護者に対する男女平等教育を推進すること，④子ども
の権利条約を周知することの４点を積極的に実施することが，行動計画で
求められた。
実際，モデル校で行われた研究授業などの実践活動は，全国的に注目さ
れることとなった。
(14)
また，女性政策課は，市内の小・中学校の児童・生徒を対象にした意識
調査も実施し，その結果を,『いずみに生きるこどもたち～小中学校にお
ける男女平等意識・実態調査報告書』(平成10年）として公表している。
稲田市長（当時）の巻頭言によれば,「性にとらわれず自分らしい職業選
択や生き方をする人も増え,『結婚』や『家族』に対する人々の意識も多
様化して」きたが,「長い間の慣習や慣行，社会通念」をあらゆる分野で
見直していくことは簡単ではなく,「何世代にもわたって継続的に教育・
啓発していくことが必要」であり，モデル校での実践およびこの意識調査
(桃山法学 第15号 ’10)8
はそのための施策であると意義付けられる。
意識調査は，男女ほぼ同数の子どもに対する意識調査であり，男女それ
ぞれの意識の内容を，家庭生活・学校生活・社会生活の各場面について把
握し，かつ，意識形成の契機を探ろうとする意欲的な資料である。調査の
結果，学校生活のなかに「かくれたカリキュラム」があることや，性別役
割分担意識に対して子ども達は学年があがるにつれ違和感を覚え始めるな
どの分析結果が報告されている。しかし，その後，同様の調査・報告がな
された記録はない。
 男女共同参画の時代
周知のように，国が「参画」の用語を公式に用いはじめたのは，平成３
年からである。
国は，国際婦人年の昭和50年にメキシコで採択された「世界行動計画」
をうけて，昭和52年に「国内行動計画」を策定し，さらに10年後の昭和62
年に,「西暦2000年に向けての新国内行動計画」を策定し，その進捗状況
を踏まえて，平成３年に,「西暦2000年に向けての新国内行動計画（第一
次改定)」を決定する。その際に,「21世紀の社会が，男女のあらゆる分野
への平等に共同して参画することが不可欠であるという認識の下に｣，従
来使用してきた「共同参加」を「共同参画」に改めることとし，各方面に
通知した。
(15)
しかし,「婦人政策」｢婦人問題」が「男女共同参画」政策になり，政策
推進のための体制が整備されるのは，平成６年，総理府（当時）に男女共
同参画室と男女共同参画審議会が設置され，また，内閣直轄の男女共同参
画推進本部が置かれ，さらに，平成８年に「男女共同参画ビジョン」およ
び「男女共同参画2000年プラン」が発表されてからである。
一方，｢和泉市女性行動計画」において男女共同参画への展開を視野に
入れていた和泉市が，本格的な男女共同参画の時代に入るのは，さらに，
国の男女共同参画基本法の制定をみてからになる。
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２．男女共同参画社会基本法の制定と地方公共団体の取り組み
 男女共同参画社会基本法制定とその意義
平成11年，男女共同参画社会基本法（以下，基本法という｡）が制定さ
れて，憲法が定める男女平等原則は「法政策による実現」の時代をむかえ
たといっていい。
基本法によれば，男女共同参画社会の形成を促進する施策を総合的に策
定し実施するのは一義的には国の責務（第８条）であり，男女共同参画基
本計画がそのベースとして位置づけられている（第13条)。そして，地方
公共団体に対して,「国の施策に準じた施策及びその他のその地方公共団
体の区域の特性に応じた施策」の策定と実施の責務を課していて（第９条)，
都道府県には，都道府県男女共同参画計画の策定を義務付け，市町村には
市町村男女共同参画計画を策定するよう努力を求めた（第14条)。
国は従来から行動計画による行政を行ってきたが，男女共同参画の施策
を行ううえで，行動計画のほかに基本法を制定することにはどのような意
味があるのだろうか。
基本法制定当時の事情について詳述する，鹿嶋敬『男女共同参画の時代』
によれば，基本法を制定する必要があったのは，第一に,「男女共同参画
社会の形成に向け，国民の意識改革を強力，かつ継続的に推進するには，
同法を制定し，国の意思表明をしておく必要」があり，第二に，男女共同
参画社会の「理念を明らかにし，総合的な行政を展開する必要」があり，
第三に,「国や地方公共団体，国民の責務を定め，同時に基本法に基づく
計画を作って総合的，効率的にそれを実施する必要」があったからであ
る。
(16)
それは要するに，①法律という法形式を通して国家意思が宣明されるこ
と，②それにともなって，当然のことながら，法律に基づく行政が行われ
ること，③施策策定の主体とその責任内容を法定できることである。
国の男女共同参画行政が，従来，行動計画の策定と実施によってきたの
は，既に述べたとおりである。その行動計画との関係でいえば，行動計画
を，事実上のものではなく法律に基づいて策定する意義は，計画それ自体
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に直接の法的効力はないとしても，大きい。行動計画の策定は基本法によ
って正当性が付与され（法的正当性)，かつ，行動計画の継続的策定が確
保されることになる（継続性)。行動計画の内容は基本法の各法条によっ
てその方向性が可視的になり明確化されたことになる（明確性)。また，
行動計画の策定手続に審議会の関与が法定されたことによって，恣意的行
政を防止でき，多様な委員構成を通して多様な意見を反映できる点で民主
的な正当性も確保されたといえよう（民主的正当性)。
法律と行動計画のこのような関係が，地方自治体の男女共同参画行政に
も妥当するのであろうか。この点は後述する。
 地方公共団体の取り組み
 地方公共団体の取り組み状況
まず，男女共同参画に関して，わが国における地方公共団体の取り組み
を概観しておきたい。
(17)
女性行政に関する国の「国内行動計画」(昭和52年）が発表された翌
（昭和53）年には，北海道と東京都がそれぞれ行動計画を策定し，他の自
治体がそれに続いた。大阪府でも，昭和56年に「女性の自立と参加を進め
る大阪行動計画」が策定されている。その後，国が女性行政から男女共同
参画のための行動計画に転換するのにあわせて，自治体の行動計画も名称
や内容が変化する。しかし，いずれにせよ，地方公共団体においても，国
の場合と同様，行動計画による行政施策が先行していた。
このようななかで，男女共同参画に関する行動計画のほかに，条例を制
定する自治体があらわれはじめた。すなわち，基本法制定直後の平成12年，
埼玉県で男女共同参画推進条例が制定され，東京都で男女平等参画基本条
例が制定された。それ以降，現在まで，都道府県レベルでは千葉県を除く
46都道府県で条例が制定されている。大阪府は，平成14年に「大阪府男女
共同参画推進条例」を制定している。
さらに，市町村レベルについてみれば，平成18年４月１日時点で，男女
共同参画推進の条例を制定している市区町村の数は，293市区町村（総市
和泉市男女共同参画推進条例の制定をめぐって 11
区町村に占める割合は当時で15.9％）であったが，その後，平成18年４月
以降に24市区町村，平成19年には54市町村，平成20年には27市町村が条例
を制定している。したがって，現在（平成21年10月)，398市区町村が男女
共同参画推進に関する条例を制定していることとなる（総市区町村に占め
る割合は約22％)。
一方，行動計画を策定している市区町村は，平成18年時点で，全体の
44.4％であったが，平成20年には，全体の57.1％を占めるにいたっている。
行動計画を策定していても男女共同参画推進の条例を制定していない市区
町村，いいかえれば，行動計画だけで施策を推進している自治体が相当数
あるのがわかる。
 大阪府および大阪府下の状況
大阪府では，既にふれたように，昭和56年の「女性の自立と参加を進め
る大阪行動計画」以降数次にわたる改定を経て，現在,「改訂おおさか男
女共同参画プラン」(平成18年～22年度）と「大阪府男女共同参画推進条
例」(平成14年）が施行されている。
大阪府には，政令指定都市２市（大阪市・堺市）のほか，31市９町１村
の合計43市町村がある。
男女共同参画に関する行動計画は，１市２町を除く40市町村で策定され
ている（93％)。一方，男女共同参画に関する条例を制定しているのは，
43市町村のうち17市町である（40％)。大阪府内においても，他の都道府
県同様，条例をもたず行動計画によって男女共同参画施策を実施している
自治体が多いことがわかる。
条例についてみれば，平成19年に泉大津市が「男女共同参画のまちづく
りを推進する条例」を制定して以降，条例を制定した自治体はない。
(18)
これ
ら以外の，未制定の自治体は，条例制定を検討中あるいは研究中の段階で
あるが，
(19)
具体的なアジェンダの下で検討ないし研究しているか明らかでは
なく，条例制定に向けた取り組みには温度差がある。また，男女共同参画
施策を担当する事務窓口が，男女共同参画に関する事務のみを所掌するの
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ではなく，他の所掌事務（例えば人権問題）などをあわせて所掌している
市町村が圧倒的に多い（７割強）のも実情である。
ところで，男女共同参画の条例制定について，大阪府では堺市が先行し
て平成14年,「男女平等社会の形成の促進に関する条例」を制定し，その
後，大阪府が「男女共同参画推進条例」を制定した。大阪府の場合，周知
のように，前文において「男女が，互いの違いを認め合い」の文言が含ま
れている。森屋裕子「大阪府内の男女共同参画社会形成の推進に関する条
例の動向と課題」によれば，
(20)
この「機能平等論を想定しているかに読める
文言が挿入されたのは，条例草案に対するパブリックコメントが締め切ら
れた後である。議会上程直前まで保守系議員の働きかけがあったことが知
られており，これに対して，女性団体や大阪府男女共同参画審議会委員有
志から意見書が提出されるなどの動きがあった」という。森屋は，前文の
文言挿入を,「いわゆるバックラッシュ現象の初期の現れであるとみるこ
とができる」としている。
 条例制定とバックラッシュ
すべての人が独立した人格的存在であり，性別にかかわらず，その能力
や個性を自らの意思と責任で発揮できる社会は，日本国憲法の目指す社会
である。基本法は，そのような社会の実現を妨げている要因を是正して，
国の制度などを性中立的に機能させていこうとする。
したがって，例えば，国分寺市男女平等推進条例の前文が,「人はだれ
もが『ただその人である』というだけで，かけがえのない存在です。だれ
もが等しく尊く，性別にかかわらず平等です｡」の文言から始まり,「ジェ
ンダーによる固定的な役割分担意識とその役割分担意識に基づく社会の慣
行には，個々人の自由な活動や生き方の選択を制限するものがあります｡」
と述べて,「すべての人が性別にかかわりなく個人として尊重され，認め
合い，支え合いながら，ともに生きることのできる男女平等社会の実現を
目指して，この条例をつくります｡」と締めくくるのは，憲法と基本法の
理念に沿う例である。
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これに対して，条例のなかで，男女特性論に基づいて「男女の特性を認
め合う」や ｢男女の違いを認め合う」という文言を定めたり,「男らしさ」
｢女らしさ」をことさら強調する文言を定めることは，基本法の「性別に
かかわりなく, その個性と能力を十分に発揮することができる男女共同参
画社会」(前文第二段）の趣旨を否定することであるし，また，専業主婦
をことさら保護する規定をおくことも，その理念や趣旨とは矛盾する。
(21)
法務執行上も,「男女の特性」｢男らしさ」｢女らしさ」｢専業主婦」に対
して，どのような法的定義を付すのか，大いに疑問である。これらは，歴
史や文化によって変化するのであり（ジェンダー)，そうであるからこそ，
国の制度はこれらに中立的でなければ公平性を損なってしまうというのが
基本法の考えである。かりに専業主婦を保護しなければならないのであれ
ば，女性の他の生き方や男性の生き方（専業主夫も含む）に比してとくに
保護しなければならないという，必要性を支える合理的事実と理由が必要
であろう。
さらに，市川市条例のように,「あらゆる教育の場において実現すべき
姿」(第４条第４項) という項において，名簿の作成，男女別運動種目・
更衣室，進路指導などの事項ごとに詳細な条文をおくのも，法の規範性
（一般性・抽象性）からみても疑問である。
一方，宇部市条例や市川市条例のように条例本文のなかではなく，条例
前文のなかで「男女の特性」を認める文言を入れるケースもある。確かに，
本文が基本法の趣旨にそっていれば，前文にこのような文言が入っても問
題は大きくないという見方もできよう。しかし，前文も法（条例）の一部
であり，本文の解釈上指針となる規範であるから，法の整合性を欠くおそ
れがでてくる。なかには,「男女の特性」と「性別にかかわりなく」が並
置されているものもあり，法務上いかがかと思われるものもある。
(22)(23)
このよ
うな規定のしかたは，今後期待される自治立法権の強化・充実に資するも
のとはいえない。
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３．和泉市男女共同参画推進条例とバックラッシュ
 条例制定の動き
表２は，男女共同参画社会基本法が制定されて以降，和泉市が条例を制
定するまでの過程をまとめたものである。
基本法制定後，和泉市は，平成13年に女性政策課の人員を増やし，
(24)
翌平
成14年，課名を女性政策課から男女共同参画課に改めるとともに，人員を
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表２
和泉市の施策 （は国または他の自治体の施策等）
平成11(1999)年
平成13(2001)年
平成14(2002)年
平成15(2003)年
平成16(2004)年
平成17(2005)年
平成18(2006)年
平成19(2007)年
〈男女共同参画社会基本法制定〉
〈内閣府「男女共同参画局」と「男女共同参画会議」設置〉
女性政策課職員増（女性専任職員４人・非常勤１人）
「男女共同参画課」に改称（男女専任職員４人・非常勤１
人）
〈堺市「男女平等社会の形成の推進に関する条例」(３月)〉
〈大阪府「男女共同参画推進条例」(３月)〉
〈吹田市「男女共同参画推進条例」(10月)〉
〈大阪市「男女共同参画推進条例」(12月)〉
男女共同参画センターを開設(4月)
稲田市長，議会において条例制定に言及（12月）
『男女共同参画に関する市民意識調査報告書』公表（３月）
男女共同参画施策推進会議『和泉市の男女共同参画社会の
実現に向けた提言』を答申（11月）
「第二期・和泉市男女共同参画行動計画（オアシスプラン）
～男女平等社会をめざす新しい文化の創造～」策定（３月）
井坂市長，議会において条例制定に言及（７月）
「和泉市審議会等への女性委員登用促進要綱」(８月）
和泉市男女共同参画施策推進会議（第１回～第６回）
「中間とりまとめ」とパブリックコメント
和泉市男女共同参画施策推進会議（第７回）最終とりまと
め
『男女共同参画推進条例に盛り込むべき事項』を市長に答
申（３月）
「男女共同参画推進条例案」議会可決（７月）
男女の専任職員４人と非常勤職員１人の体制に編成した。この年は，行動
計画の中間年を既に経過していて，女性政策から男女共同参画政策のため
の第二期行動計画の策定が目前に迫っていた。
一方，和泉市議会では，基本法の制定施行（平成11年６月）後の９月議
会において，男女共同参画に関する条例の制定を求める質問があった。こ
れに対して，市は，①東京都で条例制定の動きがあるものの市町村レベル
でその動きがないこと，②各自治体の動きを見守る旨の答弁をしている。
(25)
その後，平成13年になり，同様の質問に対して，③行動計画の「進捗状
況を見きわめるとともに各種の状況等を勘案して今後検討する」との答弁
がされた。
(26)
市としては，大阪府と府内他市の動向をみながらも，条例制定
よりも行動計画の改定を先行させたい意思があったものとみられる。
平成14年，大阪府での条例制定の動きが知られるようになり，和泉市の
方針を尋ねる議員質問に対して，男女共同参画課長は，条例制定の重要性
は認識しつつも，行動計画の進捗状態と他市の状況を調査したうえで検討
する旨，答えている。また，男女共同参画施策の推進本部長としての対応
を尋ねられた市長は，大阪府では「いろいろ議論が出ておるようでござい
まして，すんなりいくかどうかはよく見きわめなきゃならんかなと思って
おる」と答弁している。
(27)
この答弁は，大阪府でのバックラッシュに触れた
ものであり，市条例の制定を明言するものではいない。そこで，同議員か
ら，和泉市で条例をつくる場合,「男女平等を実現するために本当に十分
な内容を持ち，実効あるものにしてほしい」との念押しがあった。
 市議会でのジェンダーをめぐる発言
和泉市では市長選挙が実施され（平成15年11月)，稲田市長が市長に三
選された。そして，選挙後の12月定例会において，選挙公約として掲げた
「男女共同参画条例」の制定を，市の基本政策の一つとして位置づける所
信表明を行った。このような所信表明に対して，議員から，主に以下の主
張に基づく質問がなされた。
(28)
すなわち，第一に，男女共同参画社会をジェンダーフリーすなわちジェ
(桃山法学 第15号 ’10)16
ンダーの解消として理解する思想があるが，それは，男女間の差別だけで
はなく，男女の区別もしてはならず,「男らしさ」｢女らしさ」を取り払わ
なければ男女平等を達成できないという考えである。本来，男女共同参画
とは，男女の特性を認め合うものであり,「男らしさ」｢女らしさ」を否定
して男女同質を目指すものであってはならず，本市においてもジェンダー
フリーの教育などは許されないこと，第二に，現行行動計画にも明記され
ている「リプロダクティブ・ヘルス/ライツ」は中絶の自己決定権を含む
ものであり，法的に問題であること，第三に，宇部市が制定した条例がき
わめて良識的であるから本市も参考にすべきであり，そのためには，行動
計画や条例の策定過程において,「ジェンダーフリー思想というイデオロ
ギーを持った学識経験者」が入らないよう，検討委員会の人選に慎重を期
すべきである，という内容である。
宇部市条例は，既に述べたように，基本法の理念や趣旨から大きく隔た
る内容の条例であり，いわゆる「バックラッシュ派」が目標・指標とする
条例である。
これらに対して，市は，①ジェンダーフリーという用語について,「画
一的，機械的に男女差を無視して取り扱う」のではなく,「社会的，文化
的に形成された男女の違いに係る偏見にとらわれない」という，国と同様
の理解にたっていること，②行動計画中いわゆるリプロの記述について,
「女性が妊娠・出産を担うことから，妊娠・出産・中絶等についても主体
的に判断することの重要性について啓発」するものであること，③第二期
行動計画と条例については，本市の状況と課題，市民の意向をもとに，府
内の状況等調査研究していくと回答している。
一方，上記議員とは立場を異にする別の議員から条例制定への「熱い思
い」を聞かれた市は，④少子高齢化等のなかでは,「従来までの社会シス
テムから男女共同参画型の社会システムへの変化が求められ」ていること，
⑤そのためには,「家庭生活はもとより，地域社会のさまざまな分野に，
男女がともに参加・参画できる」社会が必要であり，⑥和泉市もそのよう
な社会を目指して，条例を通して,「男女がともに個性と能力を発揮する
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ことができる」まちづくりを行いたいという答弁をしている。
(29)
このような答弁からは，基本法の趣旨にそった条例作りへの市の意思が
確認できる。
 第二期行動計画の策定
平成15年９月，和泉市は，行動計画改定の基礎資料となる市民意識調査
を実施している。この調査結果は，翌（平成16）年３月に『男女共同参画
に関する市民意識調査・報告書』として公表された。この『報告書』の冒
頭において，稲田市長は，基本法によって,「男女が互いにその人権を尊
重しつつ責任も分かち合い，性別にかかわりなく，その個性と能力を十分
・・・・・・・・・
に発揮することができる男女共同参画社会の実現」(傍点筆者）が求めら
れていると述べたうえで，市民意識調査の結果が行動計画の策定に反映さ
れることを明らかにしている。
そして，第二期行動計画の策定のために，男女共同参画施策推進会議が
招集され，行動計画の骨格作りが始まった。推進会議は，公募委員６人を
含む20人の委員で構成された。市民の参加や，会議の公開およびパブリッ
クコメントを通しての市民意見の集約というプロセスがとられたが, これ
らは議会での議員質問に応じたものであった
(30)
。
同推進会議は，平成16年11月に『和泉市の男女共同参画社会の実現に向
けた提言』を市長に提出した。そしてそのなかで，和泉市が取り組むべき
諸施策とともに，男女共同参画推進体制を整備する一環として，条例の制
定を検討するよう提言した。
この提言を受けて，市は，パブリックコメントを経て，平成17年３月，
第二期行動計画「和泉市男女共同参画行動計画（オアシスプラン） 男
女平等社会を目指す新しい文化の創造 」を策定した。
第一期行動計画以降，あらゆる分野における男女共同参画を求める基本
法が制定されたことはもとより，児童買春・児童ポルノ禁止法，ストーカ
ー行為等規制法やドメスティック・バイオレンス防止法，セクシュアル・
ハラスメント防止やポジティブ・アクション導入を含む均等法の改正など，
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国の法制度が大きく変化したことに対応して，市が講ずべき施策も多様に
なっていた。とくに，女性に対する暴力根絶という国際潮流にあって，女
性の人格のみならず身体・生命を脅かす暴力を許容する文化から決別する
ことは喫緊の課題であり，行動計画副題の「男女平等社会を目指す新しい
文化の創造」にはさらに重い意味が加わったことになる。
そして，平成26年度までに達成すべき行動計画の一つとして，条例制定
にとりくむことが明記された。
行動計画が発表されたのち，
(31)
平成17年6月に和泉市長選挙が行われ，井
坂新市長が就任し，初めての議会において，自治基本条例の制定と男女共
同参画推進条例の制定に向けて調査検討を進める旨所信を表明した。これ
に対して, 議員から，「全体として女性差別撤廃条約とか男女共同参画社
会基本法を土台としながら，和泉にありますとてもすばらしいオアシスプ
ラン，この精神を損なうことがないような男女共同参画条例をつく」るよ
うに念を押す発言があったものの，議会において，条例制定にネガティブ
な質問はなかった。
(32)
そして，条例制定に向けた今後の日程として，男女共同参画課長は，①
市民などから構成される,「条例制定への提言」を検討する委員会を平成
18年度初めから立ち上げること，②条例制定にあたって,「基本法の趣旨，
基本理念，本市の行動計画，男女共同参画に関する市民意識調査結果や本
市の実情を踏まえた上で検討」すること，③パブリックコメントを募集し
て反映させることを明らかにした
(33)
。
 条例検討委員会の設置
井坂市長は，平成18年の３月議会において，条例制定に向けて男女共同
参画施策推進会議を設置する旨所信を述べた。これに対して，女性議員か
ら，男女平等の社会を実現するために実効性のある条例，市民の意見を十
分に反映した条例をつくるように念を押す発言が相次いだ。
(34)
その一方で，以前の議会において宇部市条例を評価した議員から，推進
会議の構成に関して,「ジェンダーフリーというんですか，そのフェミニ
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ストの方々の中で決められていくならば，偏った条例」になるので,「一
般的な常識を持った人のお考えも入れていただき……偏りのないようなメ
ンバー構成にやっていただきたいと思います。それと，学識経験者，この
方をどう選定するかによってそれも大きく変わってこようかと思いますの
で，その辺の選定については慎重に行っていただきたい」との意見がで
た。
(35)
平成18年５月，男女共同参画施策推進会議が招集された。推進会議は，
学識経験者（５人）各種団体代表（５人）公募市民（５人）という構成で，
女性委員８人・男性委員７人からなる。
推進会議委員選定の経緯を明らかにする資料はない。しかし，委員選定
権者にとって，偏らない人選をせよとの議員発言は，男女共同参画社会の
ことを理解している委員を入れよとの議員発言と同様，無視できないもの
であったことは容易に想像できる。なるほど多様性を認める社会は豊かな
社会を形成していくから，推進会議も多様な委員構成にすることは当然で
ある。しかし，人の生き方や人格の多様性を前提にした男女共同参画社会
を推進しようとする場に，多様性それ自体を認めようとせず，時計の針を
巻き戻そうとする人が参加することは，多様性の豊かさをふくらませる活
発な議論にはなりにくい。
実際，推進会議での議論は，男女共同参画社会基本法そのものに対する
評価から始めなければならなかった。
 男女共同参画施策推進会議での議論
推進会議が市長から諮問されたのは,「男女共同参画社会の形成を目指
す条例の基本的な考え方」について検討し提言することであり，具体的に
は，条例に盛り込むべき事項を検討することであった。
会議では，まず，男女共同参画課が準備した，いわゆる「たたき台」を
もとに議論し調整していく方法をとることが合意された。この「たたき台」
は，前半部分で，条例制定の必要性を法令とさまざまなデータに基づいて
説明し，後半部分で，条例に盛り込むべき事項を列記したものである。条
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文の形式はとっておらず,「前文」｢目的」｢理念」｢責務」などの各柱にそ
って，そこに盛り込むべき事項を並べて掲げたものであり，その構成と内
容は基本法を踏襲したものであった。
推進会議は全部で７回開催された。その議事録は和泉市のウェブで公開
されている。
(36)
ここでは，男女共同参画社会の形成の根幹にかかわる事項で，
とくに委員間で対立し議論になった点や法理論上問題と思われる点につい
てみておきたい。
【男女共同参画社会基本法の意義】
「たたき台」は，基本法の理念や骨格にそったものである。しかし，条
例の必要性と基本法そのものに否定的な，次の主張があった。
すなわち，安倍総理（当時）の話によれば,「憲法24条を変えていこう
ということで，平等に関する概念が変わってきています。男女共同参画社
会基本法も，危険な DNAが入っているということで，条例が出来ていく
分にはしかたないけど，もう一度検討しないと，という話を聞いている中
で，日本の歴史と文化を継承する中で，普遍的に男の人，女の人というの
は，それぞれ役割を持って生まれてきているので，わざわざ否定すること
は無いと思います｡」｢安倍さんを筆頭に，もう一度，男女共同参画社会基
本法を見直さないといけない，廃案にしないといけないと議論がされてい
る中で，和泉市が条例を作っていくことに関して，今この時期になぜ作ら
なければいけないんだという人もたくさんいます｡」との主張である。
(37)
以上の主張に対して，男女共同参画課から，条例は憲法や法律に基づい
て作っていること，また，基本法が改正等されれば条例も改正等しなけれ
ばならないだろうとの説明がなされたのは，当然であった。
【性別による固定的役割分担】
性別による固定的役割分担が男女平等の実現にとって阻害要因の一つで
あることは，基本法第４条が明記しているのみならず，女子差別撤廃条約
でも確認されている｡「たたき台」も，まず，条例の必要性に関する記述
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のなかでそれにふれたうえで，条例前文にこのことを，また，条例本文の
中に基本法第４条と同内容のものを明記することを提案していた。
これに対して，次の主張があった。すなわち,「男にしかできないもの，
女にしかできないものという二極化がある以上，固定的概念は無いと思い
ます。性別役割分担だけでいいのに，固定的という言葉を入れると権利を
主張しあい，もめてくる」し,「内閣府が作った文章もおかしいと思いま
す。固定的という言葉が文章に出てくると，皆さん偏った考え方をすると
思います｡」また,「固定的な役割分担というのがダメですよ，ということ
なってくると，それぞれの家庭の中で，固定的役割を必然的に文化として
成り立っていることを否定する」ことになる等の主張である。
(38)
「固定化」という語を削除せよと終始求める，この主張の趣旨は判然と
しない。ただ，この主張を忖度するに，男女の役割は生来決まっているの
であり，しかも，それは家庭の文化として成立してきたのであって，それ
を「固定化」と形容して悪者扱いすべきではなく，悪者扱いしたがゆえに
権利主張が激しくなって社会とくに家庭生活が混乱している/する，とい
う主張ではないかと思われる。
しかし，他の委員は，性別による固定的役割分担が人の生き方をいかに
阻害するかをそれぞれの具体的体験を披瀝しながら語り,「固定的なとい
うのは，私のことを人に決められてしまうこと」だから,「固定的」の語
には意味があると述べたり，さらに,「固定的役割分担の意味を誤解され
ていると思います。もし，固定的役割分担意識が社会に存在していたら，
これは男でしかダメだと限定されることになり，適正配置を阻害する事を
意味します。家庭の中でも夫婦で話し合い，どういった役割をするかと自
由に決めるべきで，社会にもっと自由を与えましょう，という規定できわ
めて重要です」と説明するなど，発言が次々にあった。しかし，当該委員
はその主張を繰り返した。
【公衆に表示する情報への配慮】
ポスター，チラシや刊行物など市が発信する情報や広報において，性別
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による固定的役割分担を助長したり，性的な暴力を助長したり，女性の性
的側面を強調するような表現は，男女共同参画社会の形成を阻害する要因
になるので，配慮すべきであることを条例に盛り込むことが提案されてい
た。基本法にこの配慮条項はないが，内閣府男女共同参画局『男女共同参
画の視点からの公的広報の手引』(平成15年）が公的広報での配慮を求め
ていることもあって，近年多くの自治体が条例で成文化している。配慮と
は，例えば，消防の広報ポスターのなかで，女性の消防官も配置するとい
う配慮である。
これに対して，次のような主張があった。すなわち，このような配慮を
すれば,「昔からの男らしさ女らしさはどうなるんですか。……男らしさ
女らしさは大事だと思うんです。いつまで経っても昔からの日本では。男
女共同参画はこれを否定していくような感じですよね｡」さらに,「歴史と
伝統と文化の位置付けの中で，女性はお茶を入れて下さいねという歴史の
中で現在に来てる」という主張である。
(39)
しかし，他の委員から，例えば,「弁護士，検事，裁判官に女の子がな
れるんだ，でも，その子が女性らしい子でも全然かまわないと思っている
ので，弁護士は男らしい女の子がなるとは思っていない」など，男女共同
参画社会が男らしさ女らしさを否定するものではないという説明がいくつ
もあった。また，かつて企業では，男性の仕事の補助やお茶くみが女性の
仕事であったが,「ここ20年くらいで大幅に変わりました。そういうこと
をやっていると，いい人材も取れないし活性化もしない」ので，今は各自
の仕事に専念するためにお茶くみは自分でやればよいなど変化している例
が示されて，市の広報が，従来の性別役割分担を助長しないようにするこ
とは当然であるとの反論がされた。
【宇部市条例の参照検討】
「たたき台」を検討するにあたって，各委員に対して，大阪府および府
内各市町の条例本文と比較対照表が予め資料として配付されていた。宇部
市条例は，審議の過程で委員が配布するよう要請したので全委員に配布さ
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れていた。したがって，すべての委員はそれを読んで，大阪府および府内
各市町村の条例と同様に，考慮して発言できる状態にあった。
「たたき台」の検討をほぼ終えて，パブリックコメントに付すための
「中間とりまとめ」を完成させる段階になって，宇部市条例の配布を要請
した当該委員は,「宇部市の条例と合わせて精査させていただけたらなと，
その精査する時間をいただきたいと。その精査した内容で，次回多少発言
の時間をいただきたい」し，他の有識者の意見もいろいろ聞いたうえで別
途意見を述べたいと発言した。
(40)
当該委員は，既に多くの時間を使って意見
を述べていた。
なお，４回目の会議において当該委員が提案して,「たたき台」の各項
目について賛否の採決をとることとなっていた。そして，すべての事項が，
１人または２人が反対（または棄権）という表決数で，承認または修正承
認されていた｡「中間とりまとめ」は，残りわずかな項目を検討すれば完
成するところであった。
したがって，この発言をめぐって推進会議は紛糾した。結局，次回の会
議では再審議にあたることはせず,「中間とりまとめ」を確認する作業の
なかで意見があれば各自述べることで決着をみた。しかし，当該委員は，
その回に出席したが，自分の考えは，ここに書いてある通りであると述べ
て,『あぶない！ ｢男女共同参画条例」あなたの町と子供と家庭を守ろう』
(平成15年，男女共同参画とジェンダーフリーを考える会）を提出し，委
員を辞す旨告げて退場した。
(41)
自分の意見を述べるよう促す発言には応じなかった。
 市長への答申
「たたき台」は，その後の委員審議を経て,「中間とりまとめ」として
パブリックコメントに付された。
(42)
推進会議は，寄せられた40の意見を精査
したうえで，平成19年３月,『男女共同参画推進条例に盛り込むべき事項』
を市長に答申した。
(43)
答申文書を反映した「男女共同参画推進条例案」は，既に冒頭で述べた
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ように，和泉市議会総務安全常任委員会および定例会において全会一致で
可決され，平成19年７月，条例として成立した。
４．和泉市男女共同参画推進条例制定の意義
 和泉市男女共同参画推進条例の概要
和泉市男女共同参画推進条例は，前文と全17条からなる。
前文において，条例制定の背景と男女共同参画のまちづくりへの決意が
表明されている。以下，目的（第１条)，定義（第２条)，基本理念（第３
条)，市の責務（第４条)，市民の責務（第５条)，事業者の責務（第６条)，
教育関係者の責務（第７条)，積極的是正措置（第８条)，市民等との協働
および活動の推進（第９条)，性別による権利侵害の禁止（第10条)，公衆
に表示する情報への配慮（第11条)，男女共同参画行動計画（第12条)，広
報啓発活動（第13条)，調査研究（第14条)，苦情等の申出（第15条)，男
女共同参画審議会（第16条）と委任（第17条）の各条である。
和泉市は，大阪府内において，条例制定については後発組である。
(44)
した
がって，条例は，他市の条例を参考にした，ある意味で調整された内容の
条例といっていい
(45)
。すなわち，①間接差別禁止について定めたこと（第３
条第１項)，②ドメスティック・バイオレンスやセクシュアル・ハラスメ
ントの禁止について定めたこと（第10条)，③性同一性障害者等の人権へ
の配慮を定めていること（第３条第７項)，④事業者に対していわゆる
「ワーク・ライフ・バランス」の環境整備を求めたこと（第６条
(46)
)，⑤教
育関係者の責務を定めたこと（第７条)，⑥苦情処理の手続きに関して定
めたこと（第15条
(47)
）などは，他市の規定が考慮されている。
しかし同時に,「リプロダクティブ・ヘルス/ライツ（性と生殖の権利，
生涯を通じた健康)」について,「妊娠，出産その他の性と生殖に関しては，
自己決定が尊重されること」(堺市男女平等社会の形成の推進に関する条
例第３条第５号）と明記することも，できなかった。女性の自己決定権と
中絶に関する議論（とくにジェンダーフリーバッシング）の結果，中絶の
権利を連想させる記述は認められにくい状況にあった。
(48)
和泉市も，豊中市
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や高槻市などの他市と同様，妊娠・出産について「男女が互いの意思を尊
重する」ことと,「生涯にわたり健康な生活を営むことができるよう配慮
される」(リプロダクティブ・ヘルス）という規定にとどまっている。
(49)
とはいえ，性別による権利侵害禁止規定のなかでドメスティック・バイ
オレンスの禁止を
(50)
盛り込むなど，いわゆる横出し条項も含めて，基本法の
趣旨を充実させた条例内容である。
 和泉市男女共同参画推進条例制定の意義
和泉市の条例制定過程が，安倍内閣（平成18年９月26日～平成19年９月
26日）の時期に重複したことはきわめて残念なことであった。しかし，い
わゆるバックラッシュは，男女共生社会であろうと男女共同参画社会であ
ろうと，あるいは，ジェンダーイコールといおうと,「男女平等」を目指
すあらゆる動きに対して，常におきてきた。それを思えば，和泉市がバッ
クラッシュのなかで，憲法および基本法の理念や趣旨に反することなく上
記各条を盛り込む条例を制定した意義は，大いに評価されるべきであろう。
ところで，男女共同参画施策推進会議が市長に答申した『男女共同参画
推進条例に盛り込むべき事項』は，条例の必要性について次のように述べ
ていた。
すなわち，①既に実施した市民意識調査（平成16年）によれば，性別に
よる固定的役割分担意識やそれに基づく社会慣行は依然として残っていて，
それに基づく不平等などが認められ，また，ドメスティック・バイオレン
スなど女性に対する暴力の実態や女性の就労に関する問題も判明したこと，
②したがって，女性に対する暴力の防止や，仕事と家庭の両立，雇用の男
女格差，男性の長時間労働など解決すべき課題があること，③基本法によ
って，地方自治体が男女共同参画社会形成のための施策を講じるよう求め
られていること，④地方分権一括法によって，地方自治体が自主的かつ総
合的な行政を行うよう求められていること，⑤市が,「市民，事業者とと
もに連携・協力する中で男女共同参画施策を推進していくことが重要」で
あることから，行動計画のほかに条例の制定が必要であるという内容であ
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る。
基本法の制定意義については既に述べたが，同様のことが男女共同参画
条例についてもいえよう。すなわち，第一に，条例を制定することは，市
が男女共同参画社会の形成を重要な課題と位置づけることを宣明すること
であり，その意義は単に行動計画を定めることと異なって大きい。第二に，
条例によって，行動計画策定の正当性・継続性・明確性が担保されること
である。そしてさらに，第三に，上記⑤のように，男女共同参画社会の形
成の主体を，市のほか，市民，事業者および教育関係者と定めたことによ
って，これらを当事者として巻き込んだ「連携・協力」のまちづくりがで
きることである。これは，行動計画だけでは困難なことであり，条例によ
って，男女共同参画社会の実現に責務をもつ当事者が格段に拡大したとい
える。
お わ り に
和泉市男女共同参画推進条例の制定までの経緯を追った。ふり返ってみ
ればそのなかには，｢和泉市女性行動計画（オアシスプラン)｣ における先
取の取り組みなど，目を見張る施策もあった。そして，和泉市の女性政策
および男女参画政策が ｢新しい文化の創造｣ を掲げて展開してきたなかで，
何よりも，市長をはじめ市行政の幹部と担当課職員，女性議員，そして男
女共同参画を願う市民の熱意とパワーのどれ一つも欠かせなかったことが
わかる。男女共同参画社会の実現に向けて，今後，条例や行動計画の内容
をより充実させることはあっても，万が一にも後退することがないように，
男女共同参画社会形成のために和泉市が市民とともに拓いてきた歴史が維
持されることを願ってやまない。
［付記］本稿の作成にあたって，和泉市男女共同参画課から文書提供など
の協力を得た。ここに深く感謝の意を表すものである。
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[注]
(１) 和泉市平成19年条例第23号（平成19年７月11日公布，８月１日施行
（一部平成19年10月１日施行)）
(２) 平成19年６月総務安全常任委員会会議録６月26日１号41頁，平成19
年６月定例会（第２回）会議録７月４日４号280頁。いずれの会議にお
いても，質疑・討論はなく可決された。
(３) 「男女共同参画社会」に批判的な著書として，山本彰『ここがおかし
い「男女共同参画」 暴走する「ジェンダー」と「過激な性教育｣』
(世界日報社，平成18年)，山下悦子『男女同権は女性を幸福にしない』
(PHP研究所，平成21年）など。
(４) バックラッシュに対する反論は，日本女性学会ジェンダー研究会編
『男女共同参画/ジェンダーフリー・バッシング バックラッシュへの
徹底反論』(明石書店，平成18年)，上野千鶴子他『バックラッシュ！』
(双風舎，平成18年)，若桑みどり他編著『｢ジェンダー」の危機を超え
る！徹底討論！バックラッシュ』(青弓社，平成18年)，木村涼子編『ジ
ェンダー・フリー・トラブル バッシング現象を検証する』(現代書
館，平成17年)，細谷実「『ジェンダー・フリー』をめぐるバックラッシ
ュを読み解く」法時78巻１号（平成18年）53頁以下，岡野八代「ジェン
ダーの政治に賭けられているもの」同47頁以下，笹沼朋子「今，なぜ，
ジェンダー・フリー・バッシングなのか」法セ603号（平成17年）72頁
以下など。
(５) 笹沼朋子「性差別再考（一)～(三） 愛媛県男女共同参画推進条例
をめぐる議論を参考として 」愛媛29巻１号（平成14年）31頁以下・
29巻４号（平成15年）39頁以下・30巻１＝２号（平成15年）73頁以下，
同「地方自治体による『ジェンダー学』および『女性学』の否定とは何
か 松山市議会におけるバックラッシュに対する一つの抵抗として
」愛媛大学法文学部論集総合政策学科編25号（平成20年）33頁以下，
根森健「日本国憲法とジェンダー平等社会の形成 自治体の『ジェン
ダー平等条例創り』再考 」浦田古稀『現代立憲主義の認識と実践』
(日本評論社，平成17年）297頁以下，飯倉章・金子ゆかり「地方自治と
男女共同参画社会条例 長野県『男女共同参画社会づくり条例』制定
過程にみる諸問題 」国際文化研究所紀要10号（平成17年）23頁以下，
栄留里美「地方都市のセクシュアル・マイノリティの権利が条例化する
ための条件～宮崎県都城市男女共同参画社会づくり条例の制定・再制定
の動きを事例として～」人権問題研究８号（平成20年）93頁以下，彼谷
(桃山法学 第15号 ’10)28
環「武生市男女共同参画推進条例と男女平等オンブッド」人文社会学部
紀要３号（平成15年）107頁以下，石崎たかよ「市川市男女平等基本条
例全廃！」現代の理論2007年春号96頁以下，金田佳枝「基本条例をみん
なで作りました」月刊社会教育2003年３月号28頁以下，張學錬「荒川区
条例問題にみるバッシングの実相」世界738号（平成17年）106頁以下，
特集「男女共同参画政策の検証 地方自治体の取組みと課題を中心に
」ジェンダーと法３号（平成18年）所収の諸論文。また，特集「男
女共同参画社会を生きる（１)～(24)」ガバナンス１号（平成13年）～
24号（平成15年）はバックラッシュ以前の特色ある自治体条例を紹介し
ている。
(６) 男女共同参画条例全般を対象にしたものとして，寺田友子「男女平等
推進条例について」栗城古稀『日独憲法学の創造力（上巻)』(信山社，
平成15年）523頁以下，大西祥世「男女共同参画条例の定着とゆらぎ」
月刊自治研572号（平成19年）13頁以下，同「地域課題に対応する男女
共同参画条例のつくり方 先行自治体を例に」自治総研33巻７号（平
成19年）70頁以下，日高昭夫「男女共同参画条例の制定動向（一）
自治体政策の波及パターンの分析 」山院51巻（平成16年）251頁以
下，赤池宏美「地方自治体の男女共同参画推進条例における苦情処理
（申出）条項に関する研究」駿河台15巻１号（平成13年）95頁以下，辻
村みよ子・稲葉馨編『日本の男女共同参画政策 国と地方公共団体の
現状と課題』(東北大学出版会，平成17年）所収の諸論文など。
(７) 表の作成にあたっては，和泉市女性行動計画および和泉市男女共同参
画行動計画の巻末資料を参考にした。
(８) 日本国憲法制定にともなって，女性参政権を含む公職選挙法が制定さ
れ，憲法第24条に基づき民法や刑法等が改正された時期を，戦後女性政
策の第一期とすれば,「女子差別撤廃条約」に前後する時期は第二期と
いえよう。本稿は，第二期以降の女性政策を対象にしている。
(９) この調査結果の分析は，報告書中，上野千鶴子「調査結果をみて」が
行っている。上野によれば，和泉市民の性役割分担意識に変化がみえる
が，男性の家事や育児という各論になると「総論賛成・各論反対」にな
るなどの点が指摘される。
(10) 池田忠雄『ロマンに生きる やんちゃ市長一代記 』(近代文芸
社，平成８年）170頁。
(11) なお，箕面市と阪南市の各行動計画 (当時) が，各種委員会・審議会
等の女性委員数のほかに市の女性管理職について数値目標を掲げていた。
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また，具体的な数値目標を明記した行動計画は，当時の和泉市が策定し
た他の行動計画と比しても際だっていた。ちなみに，オアシスプランの
策定時，①各種委員会・審議会等の女性委員数は全体の15％，②市の女
性管理職 (専門職を除く) は2.7％，③市職員 (専門職を除く) に占め
る女性職員数は21.4％であった。
(12) 行動計画には，｢女性政策推進体制の整備」のための具体的施策とし
て「女性問題講座の充実」という項目が掲げられていた。和泉市では，
当時既に, ｢女性問題講座｣ として「和泉市・アドバイザー養成講座｣
が開講されていた (表１参照)。アドバイザー養成講座は，平成５年，
女性問題の解決や女性政策に積極的に取り組む人材の養成を目指して開
設されたもので，現在は，男女共同参画社会の形成に積極的に取り組む
人材を育成するための講座構成になっている。平成21年度までに618人
が受講し，修了生を中心にしたNPO等の市民団体も形成されている。
現在 (平成21年11月), 28団体が和泉市男女共同参画推進登録団体とし
て登録されているが, うち12団体が本講座の修了生による団体である。
(13) この指示は文書による指示であったが, 文書自体は現在保存されてい
ない。しかし，聞取りの結果，多くの女性職員の記憶に鮮明に残ってい
て，指示が文書によるものであることが確認できた。
(14) モデル校での公開授業には全国から多くの参加者があり高い評価を得
たことと, その取り組みを, 平成９年に国立婦人教育会館（現在の国立
女性教育会館）で報告したことから大きな反響があったことが，議会で
も報告されている（平成11年３月定例会（第１回）３月５日３号234頁)。
モデル校は，文部省（当時）の男女平等教育実践の指定校にもなり，注
目されていた。モデル校指定は現在の行動計画にも継承されている施策
である。
(15) 男女共同参画研究会『男女共同参画ハンドブック』(ぎょうせい，平
成21年）[加除式] 117頁。
(16) 鹿嶋敬『男女共同参画の時代』(岩波書店，平成15年）13頁は，この
３点を,「婦人問題企画推進本部機構に関する検討会」(平成３年８月設
置）の委員であった古橋源六郎の見解として披露している。
(17) 前出注(15)2787頁以下を参照。平成18年４月以降の条例制定状況につ
いては，自治総研 HP「男女共同参画条例の一覧」を参照。
(18) 八尾市の HPによれば，条例案を検討する委員会が数次にわたって開
催され，平成21年10月にパブリックコメントの募集が締め切られたとこ
ろである。
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(19) 大阪府生活文化部男女共同参画課『大阪府内市町村における男女共同
参画施策の推進状況』(平成20年)。大阪府は大阪府内市町村の施策状況
を調査して，各市町村の回答内容を毎年公表している。
(20) 森屋裕子「大阪府内の男女共同参画社会形成の推進に関する条例の動
向と課題」ジェンダーと法３号（平成18年）41頁。
(21) 寺田・前出注(６)544頁も，男女の特性を認めあうことや「専業主婦
を否定することなく」等を基本理念とする宇部市条例について,「参画
基本法の基本理念から見て，無効とまでは言い得ないが，問題を含む様
に思える｡」と指摘している。
(22) たとえば，宮城県男女共同参画推進条例は，前文において,「すべて
の個人は性別にかかわりなく，人として平等な存在であり，男女は，そ
の違いを認めつつ，互いの人権を十分に尊重しなければならない｡」と
規定したり，岡谷市男女共同参画条例は，前文で「性別にかかわりなく，
その個性と能力を十分に発揮することができる男女共同参画社会の実現
が重要である｡」とうたいながら，基本理念（第３条第１項第１段）に
おいて,「男女が，互いの特性を認め合い，個人としての尊厳が重んじ
られるとともに」と規定している。
(23) 鹿嶋・前出注(16)168頁が,「矛盾をきたす内容を散りばめた条例なら，
むしろ作らない方がいい。個人的な考えをさらに言わせてもらえるなら，
なだれをうつように自治体が条例の制定施行に走る動きもいかがなもの
かなと思っている｡」と述べて，時流に合わせたり女性票目当てで条例
制定することに批判を加えている。わたしも基本的に同じ考えでいる。
(24) 女性政策課の人員増は，男女共同参画センターの開設（平成15年）を
控えていたことに伴うものである。
(25) 平成11年９月定例会（第３回）会議録９月27日１号62頁以下（猪尾伸
子議員の質問と企画財政部理事の回答)。
(26) 平成13年６月定例会（第２回）会議録７月５日３号153頁以下（上田
育子議員の質問と企画財政部長の回答)。
(27) 平成14年３月予算審査特別委員会会議録３月７日１号82頁以下（猪尾
伸子議員の質問と女性政策課長の回答)，同84頁以下（猪尾伸子議員の
質問と市長の回答)。
(28) 平成15年12月定例会（第４回）会議録12月８日１号７頁以下の市長所
信表明に対して，同会議録12月17日２号43頁以下（山本秀明議員の質問
と企画財政部理事の回答)。議員は，質問の冒頭において，男女共同参
画社会基本法には「とんでもない思想が盛り込まれていたことにより，
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いろいろな分野，特に教育の現場で混乱が起こっていること」と，基本
法制定に関わった東京大学・大沢真理の著作によれば基本法の趣旨はジ
ェンダーの解消であると指摘したあと，ジェンダーフリーの問題点を指
摘している。また，宇部市条例について，①「男らしさ」｢女らしさ｣，
専業主婦，家族の役割など，日本の伝統と文化及び地域の特性を背景と
した基本理念を定めていること，②思想及び良心の自由に対する配慮を
明記していること，③男女対立関係ではなく相互協力関係とし，人格的
平等に基礎を置いていることの３点を評価すると述べている。また，リ
プロに関連して，中絶を容認する解釈の書籍が和泉市男女参画センター
の貸し出し本棚に置かれているとも指摘する。なお，男女共同参画施策
に関する同議員の質問はこれ以前には確認できない。
(29) 平成15年12月定例会（第４回）会議録12月17日２号63頁以下（上田育
子議員の質問と企画財政部理事の回答)。同議員は，市が委託契約を結
ぶ際に，相手方企業の男女共同参画進捗度を報告させて，それをもとに
判断する方法も考慮すべきであるとの提案を既に（平成15年10月決算審
査特別委員会会議録10月20日１号29頁）示していた。
(30) 平成16年３月予算審査特別委員会会議録３月８日１号９頁以下（小林
昌子議員の質問と男女共同参画課長の回答)。なお，同99頁で，猪尾伸
子議員は，全国的なバックラッシュの動きは誤解や曲解や，あるいは
「仮定に基づいた話でこれまで市民と行政が協力をして進めてきた内容
を攻撃したり，あるいはためにするような攻撃なども含めて起こってき
ている」から，和泉市が後戻りしないように強く求めた。
(31) なお，行動計画では，意思決定の場での男女共同参画を達成するため
に積極的格差是正措置（ポジティブ・アクション）の推進を明記してい
た。そこで，政策・方針決定における参画をより具体的に推進するため
に，同年８月,「和泉市審議会等への女性委員登用促進要綱」が定めら
れた。この要綱によって，審議会等の委員を選考する際,「ひと・まち
創造部長」との事前協議制がとられることとなった。また，同部長は，
人材リストに基づいて委員の人材情報を提供することができる。このシ
ステムによって，委員の任期更新時に女性の登用が図られ，和泉市の審
議会等に占める女性委員の割合は30％を超えている（平成21年度)。と
くに，防災会議において女性委員が14％に達したのは非常に大きな成果
である。
(32) 井坂市長は，選挙公約（マニフェスト）のなかで，条例制定のほか，
特別職に女性を登用することなどをかかげていた。市長就任後，教育長
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に女性を登用した。所信表明は，平成17年７月定例会（第２回）会議録
７月４日１号８頁。市長の所信に対する議員の発言は，同会議録７月13
日２号182頁（大橋涼子議員)。同議員は条例案を検討するにあたり，公
募による市民参加および会議の公開を強く要請した。
(33) 前出注(32)会議録７月13日２号175頁。
(34) 平成18年３月定例会（第１回）会議録３月１日１号21頁以下。市長の
所信に対して，金児和子議員，大橋涼子議員，岡博子議員らが質問に立
ち，念を押している。
(35) 平成18年３月予算審査特別委員会会議録３月９日１号23頁（山本秀明
議員の質問)。
(36) 和泉市男女共同参画施策推進会議の会議録は，和泉市の HP から,
「市政・まちづくり」→「男女共同参画」→「男女共同参画施策推進会
議の会議内容」で閲覧できる。
(37) 平成18年７月24日男女共同参画施策推進会議第３回会議録10頁以下。
(38) 平成18年６月26日男女共同参画施策推進会議第２回会議録５頁以下，
平成18年７月24日男女共同参画施策推進会議第３回会議録８頁以下。
(39) 平成18年９月４日男女共同参画施策推進会議第４回会議録23頁以下。
(40) 平成18年10月２日男女共同参画施策推進会議第５回会議録17頁以下。
(41) 平成18年10月30日男女共同参画施策推進会議第６回会議録７頁以下。
(42) 40件の市民意見のなかに，妊娠・出産に関する自己決定の尊重を明記
すべきであるとの意見があったが，条例骨子に否定的な意見はなかった。
(43) 市長への答申前であるが，議会で金児和子議員は,「我々は，戦後ず
っと，いわば男女の差別というか区別が色濃くあった中で育ってきてお
りまして，やっと今現在，解放とは言いませんけれども，もちろん男性
も大変なんだろうけれども，女性もやっと差別のない差のない世界で力
を発揮することができる，自己実現することができる。もちろん，専業
・・・・・・・
主婦でもいいんです。そういうすばらしい骨のある理念条例をぜひ｡」
・・・・・・・・・
(傍点筆者）と述べている（平成19年３月定例会（第１回）会議録３月
１日１号71頁)。基本法が専業主婦を否定するものではなく，女性のラ
イフスタイルについて専業主婦も含めた選択を豊かにするものであるこ
とを確認し，その基本法にそって条例を制定するように市長に念を押し
たものであろう。なお，和泉市議会の議員定数は24人で，そのうち女性
議員は６人 (24％) である。ちなみに，大阪府下43市町村議会における
女性議員の占める割合の平均は，18.9％である。前出 (19) 144頁。
(44) 大阪府内市町村で条例を制定している17市町のうち，和泉市は16番目
和泉市男女共同参画推進条例の制定をめぐって 33
である。
(45) 日高・前出注(６)は，参画条例が波及していくプロセスについて,
「横並び競争型」と「相互参照型」があると分析する｡「相互参照型」
とは,「政策革新の政治的，社会的インパクトが大きいほど，孤立化す
るリスクを回避しようとして同様の内生的条件に置かれた他の自治体と
の『連携』や『共同戦線』が実現する」ときのパターンである。和泉市
が府内市町村の条例を参照したのは，孤立化のリスク回避というよりも，
バックラッシュをこえるための，暗黙の連携・共同戦線といっていいだ
ろう。
(46) 条例第６条および第９条に基づいて, ｢男女共同参画推進事業者等助
成」制度がつくられている。この制度は, 男女共同参画を推進する取り
組み (研修や男女の子育て支援等の制度の創設や充実) を実施する事業
者等に対して，市が助成金を交付する制度である。
(47) 第15条の苦情処理制度について，和泉市の場合，特別に設置された苦
情処理委員会が処理するのではなく，苦情の申出を受けた市長が，必要
と認めたとき男女共同参画審議会の意見を聴く制度であり，その具体的
手続は要綱が定めている。
(48) 橋本ヒロ子他「鼎談 ジェンダー・バッシングを超えて」｢女も男も」
107号（平成18年）30頁以下によれば，バックラッシュのもと，①市町
村合併時に従前の「いい内容の条例」を失効させる例があること，②リ
プロについてふれない条例が大半であること，③個性重視の教育から母
性強調の教育にシフトしていることなどの変化がある。このような弱体
化は，行政主導による男女共同参画行政の限界であり，ジェンダー視点
の重要性が十分定着していなかったことによる，と指摘するのは正鵠を
得ていると思う。
(49) 豊中市男女共同参画推進条例第３条第５項「男女が互いの身体的特徴
について理解を深め，妊娠，出産その他の性と生殖に関する事項につい
て，互いの意思が尊重され，生涯にわたり健康な生活が営まれること」
や，高槻市男女共同参画推進条例第３条第１項第３段「男女が互いに身
体的特徴についての理解を深め，健康の保持に配慮するともに，妊娠や
出産に関し女性の意思と男性の意思が同等に尊重されること」などであ
る。
(50) これらの禁止規定に罰則はなく，宣言規定である。市の広報・啓発活
動の強化などが期待されるにとどまる。
(桃山法学 第15号 ’10)34
